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【手続補正書】
【提出日】平成22年7月20日(2010.7.20)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　結晶形態のラパマイシン類似体を含むラパマイシン類似体組成物。
【請求項２】
　ラパマイシン類似体が式１：

【化１】

の構造を有し、場合によってプロドラッグ、塩、誘導体、又はそれらの組合せである、請
求項１に記載の組成物。
【請求項３】
　ラパマイシン類似体が式２：
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【化２】

の構造を有する、請求項２に記載の組成物。
【請求項４】
　ラパマイシン類似体が式３：
【化３】

の構造を有する、請求項２に記載の組成物。
【請求項５】
　結晶が溶媒和物である、請求項１に記載の組成物。
【請求項６】
　ラパマイシン類似体溶媒和物が、アセトン、酢酸エチル、メタノール、エタノール、ｎ
－プロパノール、イソプロパノール、イソブタノール、ｔｅｒｔ－ブタノール、２－ブタ
ノール、アセトニトリル、テトラヒドロフラン、酢酸イソブチル、酢酸ｎ－ブチル、ギ酸
エチル、酢酸ｎ－プロピル、酢酸イソプロピル、メチルエチルケトン、トルエン、Ｎ，Ｎ
－ジメチルホルムアミド、アニソール、メチルイソプロピルケトン、ニトロメタン、プロ
ピオニトリル、２－ブタノン（すなわち、メチルエチルケトン又はＭＥＫ）、テトラヒド
ロフラン、１，２－ジメトキシエタン、酢酸イソプロピル、及びそれらの任意の組合せか
らなる群から選択される、請求項５に記載の組成物。
【請求項７】
　結晶が脱溶媒和物である、請求項１に記載の組成物。
【請求項８】
　結晶が、アセトン、酢酸エチル、メタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、イソプ
ロパノール、イソブタノール、ｔｅｒｔ－ブタノール、２－ブタノール、アセトニトリル
、テトラヒドロフラン、酢酸イソブチル、酢酸ｎ－ブチル、ギ酸エチル、酢酸ｎ－プロピ
ル、酢酸イソプロピル、メチルエチルケトン、トルエン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド
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、アニソール、メチルイソプロピルケトン、ニトロメタン、プロピオニトリル、２－ブタ
ノン（すなわち、メチルエチルケトン又はＭＥＫ）、テトラヒドロフラン、１，２－ジメ
トキシエタン、及びそれらの任意の組合せからなる群から選択される有機溶媒の脱溶媒和
物である、請求項７に記載の組成物。
【請求項９】
　結晶ラパマイシン類似体が、約５．２、９．１、及び／又は１３．２にピークを有する
粉末Ｘ線回折パターンを有する、請求項１に記載の組成物。
【請求項１０】
　粉末Ｘ線回折パターンが、実質的に図２Ａにおけるようである、請求項９に記載の組成
物。
【請求項１１】
　結晶ラパマイシン類似体が、約５．３、５．５、１０．６、１３．３、及び／又は１６
．０にピークを有する粉末Ｘ線回折パターンを有する、請求項１に記載の組成物。
【請求項１２】
　粉末Ｘ線回折パターンが、実質的に図２Ｂにおけるようである、請求項１１に記載の組
成物。
【請求項１３】
　結晶ラパマイシン類似体が、約５．３、１０．２、１０．５、及び／又は１３．３にピ
ークを有する粉末Ｘ線回折パターンを有する、請求項１に記載の組成物。
【請求項１４】
　粉末Ｘ線回折パターンが、実質的に図３Ａにおけるようである、請求項１３に記載の組
成物。
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